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成果説明書・掲載事業

地方税法、木更津税務懇話会会則等

施策番号 作成責任者 篠田　優子

自治事務

関連事業

納税係基本目標

１．市税等の収納及び納税証明事務に関する経費
 
　(1)市税等徴収指導員報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　・・ 　882,000円
　　　市税の徴収事務を行う職員の徴収事務の能力向上を図るため、週１回非常勤の特別職として
　　　設置している指導員の報酬

　(2)徴収指導員費用弁償　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・　64,680円

　(3)消耗品費（納税証明書発行にかかるプリンタートナー等）　　　　　　　 　　・・  236,840円

　(4)木更津税務署管内納税貯蓄組合連合会負担金　　　　　　　　　　　　　　    ・・   4,000円
　　　納税貯蓄組合法の趣旨に鑑み、税法に関する知識の普及並びに組合相互の連絡を図り併せて、
　　　納税思想の向上に努めると共に、適正なる納税の実績をあげるための負担金

○ 法定受託事務 事業開始年度

担当係

事業番号 6 13 5 1

事務区分

根拠法令等

基本的な
施策の方向

1 税務総務費

事 業 名

2 総務費 項

税務総務関係費
（市税等の収納及び納税証明事務関係費）

担当課 納税課

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 目

総合戦略施策名

2 徴税費

実施の背景
　昭和25年に地方税法が制定されたことにより、税務行政の円滑な運営と市税収納の適正な管
理等が必要となった。

目　　的 　税務行政の円滑な運営と適正な賦課徴収を実施するため。

市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（
対　象

100.0

実施方法

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

事
　
業
　
概
　
要

％

直接実施 ○ 一部委託 指定管理

補助先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助

その他 その他の内容

業務委託

実施主体

貸付 貸付先

単年度用
R3決算用



- - - 成果説明書・掲載事業事業番号 6 13 5 1

1 税務総務費

事 業 名

2 総務費 項

税務総務関係費
（市税等の収納及び納税証明事務関係費）

担当課 納税課

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 目2 徴税費

単年度用
R3決算用

95.43

総事業費 ／

合　計

夜間納付相談件数及び徴収件数並びに徴収実績額 件/円
790/2,046

26,098,401

一般市税全体の徴収率 ％

夜間納付相談回数 回

その他
特記すべき事項

　臨戸徴収を行っていた徴収補助員については、自己都合により平成30年12月をもって退職し
たことから、費用対効果の面から平成30年度末に見直しを行い廃止。

事業の自己評価

　税務行政の円滑な運営と市税の効率的な賦課徴収体制を確立するため、必要不可欠な事業である。
　平成23年度から臨戸徴収から滞納処分を中心とした滞納整理を実施した結果、滞納整理による徴収実績
額は年々減少しているが、関連事業である賦課徴収関係費の事業として滞納処分による徴収の成果は出て
いる。
　滞納整理事務に係る研修に積極的に参加し、職員の専門知識や徴収技術の向上を図る必要がある。

比較参考値

近隣市町村の休日・夜間窓口の開庁状況（令和3年度実績）
富津市：【夜間】「開庁時間」17：15～20：00「開庁日」毎月末平日２日間「取扱項目」納付相談・税収納
君津市：【夜間】「開庁時間」17：15～19：30「開庁日」毎月第２水曜日「取扱項目」税収納
　　　　【休日】「開庁時間」9：00～17：00「開庁日」毎月第３日曜日「取扱項目」税収納
木更津市：【夜間】実施なし【休日】「開庁時間」8：30～17：00「開庁日」毎月第２・第４日曜日「取扱項目」納税相談・税収納
袖ケ浦市：【夜間】実施なし【休日】実施なし

　臨戸徴収から滞納処分を中心とした滞納整理を徴収指導員の指導を受け実施し、市税等の未納・滞納額
の減少を図り、市税徴収率を向上させる。また、日中勤務等で納税・納付相談に来庁できない方に夜間納
付相談窓口を設け、滞納額の縮減に努める。
　税務行政の円滑な運営のため、市税納期一覧を市民に配布することにより、納期を周知し期限内納付を
促す。

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度 令和２年度 平成元年度

763/1,991
26,038,750

780/1,757
26,838,118

事
業
成
果

成果目標

成　果
96.80 96.39

24 24 24

市税納期一覧の印刷部数 枚 18,000 18,000 18,000

1,188 1,104 8,516

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

その他特財の内容

令和２年度 平成元年度

2,094 1,188 1,104 8,516

国県支出金の内容

人 1,952 0.77

2,094

19,236 18,330 17,953 35,970

人 1,9710.90 人 1,724 0.90 人 1,724 0.90

2.002.00 人 15,418 2.00 25,483

17,142 2.90 人 16,849 3.90

人人 14,897 3.13

人 27,454人 17,142 2.902.90 人

人 15,418

需用費 313 旅費 65 旅費 59 旅費 58

負担金補助
及び交付金

4 報酬 720

旅費 51
負担金補助
及び交付金

4 備品購入費 16
負担金補助
及び交付金

29

報酬 882 報酬 810 賃金 7,510
負担金補助
及び交付金

614 需用費 237 需用費 215 需用費 199

総事業費

令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算）

合　計

内　訳

事
業
実
績

一般財源

その他特財

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

人
件
費

財
　
源

合　計

1,116

正職員

臨時職員等

活動実績

単位当たりコスト

国県支出金

地方債

[ 単位：千円 ]

コ
　
ス
　
ト

平成元年度（決算）

2,094 1,188 1,104 8,516

報酬



- - -

）

2

事業番号 6 23 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 篠田　優子

賦課徴収費

事 業 名 賦課徴収関係費（市税の収納管理・滞納処分関係費） 担当課 納税課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 納税係

科　　目 款 2 総務費 項 2 徴税費 目

事業開始年度 昭和25年度

根拠法令等 地方税法、国税徴収法、富津市税条例等

実施の背景
　昭和25年に地方税法が制定されたことにより、税の公平性や市財政の根幹である市税収入
（自主財源）の確保という観点から、納期内自主納付の啓蒙を行うとともに、納付しやすい環
境整備や納付不履行者への未納縮減対策を実施する。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　文書等催告による自主納付の促進、滞納処分による債権確保により、滞納市税の縮減を図
り、公平・公正な税負担による市税収入（自主財源）の確保を行う。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者
・株式会社ディー・エス・ケイ　・ちばぎんコンピュータサービス株式会社・株式会社
千葉銀行富津支店　・ヤフー株式会社

直接補助 間接補助 補助先

関連事業
【税務総務関係費】税務行政の円滑な運営と市税収納の適正な管理を図るための運営経費及び負担金。【納税組合
関係事務】納税組合に報償費及び補助金を交付する。【市税等徴収員関係費】徴収補助員の訪問徴収及び指導員の
助言。

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

1.市税の収納管理及び滞納処分にかかる経費

　(1)消耗品費（納付書発行用トナーカートリッジ、還付通知用紙等）　　　   　・・　 　351,648円
　
　(2)印刷製本費（再発行納付書、催告用窓付封筒印刷等）　　　　　　　 　  　・・　 　337,888円
 
　(3)通信運搬費(還付振込先返信用切手代、財産調査用切手代、　　　　　    　・・　 　352,307円
　　　　　　　　　コンビニ収納専用回線経費）

　(4)手数料（コンビニ取扱手数料、預金口座振替手数料、インターネット　　   ・・　 3,868,006円
　　　　　　　オークションシステム利用手数料、預金照会手数料等)

　(5)電算業務委託料（収納システム及び滞納管理システム等の情報管理　　 　  ・・  19,905,019円
　　　　　　　　　　　・運用管理等）
　(6)コンビニエンスストア収納委託料　　　　　　　　　　　                 ・・  　  86,988円

　(7)事務機器借上料（還付通知書出力機器借上料等）                         ・・     143,220円

　(8)過誤納金還付金（過年度に納付のあった市税過誤納金を還付・充当する） 　・・  19,077,693円

単年度用
R3決算用
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事業番号 6 23 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

賦課徴収費

事 業 名 賦課徴収関係費（市税の収納管理・滞納処分関係費） 担当課 納税課

科　　目 款 2 総務費 項 2 徴税費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 平成元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 51,727 44,123 57,822

委託料 19,831 委託料 19,992

需用費 690 需用費 703

人
件
費

合　計 12.60 人 74,536 12.40 人 72,995

使用料及び
賃貸料

423

53,001

内　訳

償還金利子
及び割引料

23,476
償還金利子
及び割引料

19,078
償還金利子
及び割引料

32,901
償還金利子
及び割引料

26,608

委託料 19,617 委託料 20,767

役務費 7,168 役務費 4,220 役務費 4,445 役務費 4,839

需用費 829 需用費 660

10.60 人 58,362 11.48 人 75,882

使用料及び
賃貸料

127
使用料及び

賃貸料
143

使用料及び
賃貸料

156

67,820

臨時職員等 3.90 人 7,469 3.90 人 7,469 3.90 人

65,526 6.70 人 49,904 8.33 人正職員 8.70 人 67,067 8.50 人

8,458 3.15 人 8,062

総事業費 126,263 117,118 116,184 128,883

財
　
源

合　計 51,727 44,123 57,822 53,001

国県支出金
51,726 44,034 33,508

その他特財
1 89 498 595

その他特財の内容 滞納処分費

25,434

国県支出金の内容 県徴収委託金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

地方債

令和２年度 平成元年度

コンビニ収納件数
口座振替件数/口座振替依頼件数

件
39,041

38,255/39,098
36,700

38,264/39,101
34,743

38,301/39,326

一般財源 0 0 23,816 26,972

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

過誤納件数／過誤納金額 件／円 949/19,077,693 1,135/32,901,000 895/26,608,317

督促状発送件数／催告書発送件数
差押え件数（国保税含む）

件
25,233/7,203

703

平成元年度

一般市税全体徴収率 ％ 96.80 96.39 95.43

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績  20,099/7,750

780
21,914/5,970

735

事業の自己評価

　税の公平性や自主財源の確保という観点から、滞納繰越額及び現年分収入未済額の縮減が急務であり、高額滞納
者対策に限らず、件数的に大きな割合を占める少額滞納者対策の強化を図る。初期滞納者及び分納誓約不履行者へ
の対策として、早めの差押えや納付計画の見直しなど滞納額を増額させない対策が必要である。
　滞納額の縮減対策として、市県民税高額滞納者は平成27年度から県への徴収引継ぎを実施しているが、更なる滞
納処分強化が必要である。また、納付しやすい環境整備として、平成31年4月からクレジット収納を開始し、令和2
年度よりスマートフォンアプリ決済を開始し、24時間納付できるようになっている。

比較参考値

その他
特記すべき事項

差押え換価金額（国保税含む） 円 67,966,903 79,759,371 59,498,011

事
業
成
果

成果目標
　税の公平性や自主財源の確保のため、滞納処分を強化し、滞納繰越額及び現年分収入未済額
の縮減に努め、市税徴収率の向上を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 6 23 5 2 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 篠田　優子

賦課徴収費

事 業 名 賦課徴収関係費（納税組合関係事務） 担当課 納税課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 納税係

科　　目 款 2 総務費 項 2 徴税費 目

事業開始年度 昭和25年度

根拠法令等
納税貯蓄組合法、富津市税務行政協力推進報償費支給基準、富津市納税組合補助金交付規則、富津市納税組合補助
金交付基準等

実施の背景

【税務行政協力推進報償費】富津市納税組合補助金交付規則の改正により、事務費の範囲内での補助金交付となり
組合の解散が多くなり地域社会における連帯感や納税意欲がなくなり未納者防止対策に相反する状況となったた
め、別枠で、市独自の施策として支給することとした。
【納税組合事務費補助金】納税貯蓄組合法第10条により、地方公共団体が納税貯蓄組合の事務費を補助することが
可能となった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　納税組合に対し、報償費及び補助金を交付して、その健全な育成を図り、納税意欲の向上と
未納者の増加を防ぎ、市税等の容易かつ確実な納付につなげる。

事
　
業
　
概
　
要

対　象
（1）5世帯以上かつ10人以上の組合。
（2）当該年度の市税等の徴収率が98％以上である組合。

対象者数(全住民に対する割合)

1,350 人（ 3.3 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 ○ 間接補助 補助先

関連事業 【賦課徴収関係事務】文書等催告による自主納付の促進、滞納処分による債権確保等

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

1.税務行政協力推進報償金　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　707,338円
【支給基準等】
　市税等の未納対策の一環として、市税等を納付した納税組合に対し支給することにより納税意欲の一層の向上と未納者
　の増加防止につなげる。
　(1)支給対象
　　① 5世帯以上かつ10人以上であること。
　　② 当該年度の市税等の徴収率が98％以上であること。
  (2)報償金の交付及び算定基礎
　　① 納付した全税目の納期数に200円を乗じた額及び組合の役員（10世帯につき1人とする。）1人当たり年間1万円を
　　　上限として算出した額の合計額とする。ただし、納期内に納付した市税等の 金額の1％を超えないものとする。
2.納税組合事務費補助金　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　1,545,759円
【交付基準等】
　納税貯蓄組合法第10条第1項及び第2項の規定に準じ組合に対し納付事務補助金及び口座振替推進補助金を交付する。
　(1)補助対象
　　① 5世帯以上かつ10人以上であること。
　　② 当該年度の市税等の徴収率が98％以上であること。
　(2)納付事務補助金
　　① 使用人給料：組合長や組合員以外で、徴収金の集金及び管理のための使用人を雇った場合
　　　 ※80世帯以上の組合については、別に定めるものとする。
　　　 1税目1期1世帯につき、10分として計算、60分に満たない場合は端数切り捨て、時間単価は「会計年度任用職員
　　　 の任用、勤務条件等に関する条例」に基づく事務補助員単価とし、 これを乗じた金額
　　② 帳簿書類購入費：実際に購入したボールペン、鉛筆、消しゴム、出納帳など 5,000円以内
　　③ 事務所使用料：有料の事務所を間借りしている組合 １税目１納期１日使用につき1,000円
　　④ その他：総会（年1回以内）1会議1世帯 100円
　　　　　　　 役員会（月1回以内） 1会議 1人 100円
　　　　　　　 損害保険の加入（納税組合員が集金した現金の輸送中及び保管中における事故等の被害補償のための
　　　　　　　 保険料）：実費相当額
　(3)口座振替推進費補助金
　　① 口座振替推進費：組合が組合員の口座振替加入を推進した場合 1人1回限り500円

単年度用
R3決算用
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賦課徴収費

事 業 名 賦課徴収関係費（納税組合関係事務） 担当課 納税課

科　　目 款 2 総務費 項 2 徴税費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 平成元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 2,613 2,253 2,345

報償費 892 報償費 707

人
件
費

合　計 0.30 人 2,313 0.30 人 2,313

2,483

内　訳

負担金補助
及び交付金

1,721
負担金補助
及び交付金

1,546
負担金補助
及び交付金

1,591
負担金補助
及び交付金

1,702

報償費 754 報償費 781

0.30 人 2,235 0.30 人 2,442

2,442

臨時職員等 人 0 人 0 人

2,313 0.30 人 2,235 0.30 人正職員 0.30 人 2,313 0.30 人

0 人 0

総事業費 4,926 4,566 4,580 4,925

財
　
源

合　計 2,613 2,253 2,345 2,483

国県支出金
2,613 2,253 2,345

その他特財
その他特財の内容

2,483

国県支出金の内容 県徴収委託金

地方債

令和２年度 平成元年度

税務行政協力推進報償費 円 707,338 753,765 780,615

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

納税組合事務費補助金 円 1,545,759 1,590,659 1,702,203

納税組合数 組合 8

平成元年度

納税組合納付額（一般市税） 円 62,430,000 63,737,700 64,724,400

573 616

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 納税組合数 千円 571

事
業
実
績 8 8

事業の自己評価

　税の口座振替制度やコンビニ収納の導入、個人のプライバシーなどにより、加入世帯数が減少するとともに、組
合数も減少傾向にある。また、国民健康保険税、市・県民税の年金からの特別徴収開始（国保税：平成20年度開
始、市県民税：平成21年度開始）により納税組合の市税取扱割合と補助金交付額も減少傾向にある。
　この制度を廃止した場合、事務費を組合が全額負担することになり、活動の継続に影響を及ぼすことが予想され
る。仮に令和３年度納税組合の徴収率が各税並みの率となった場合は、約220万円（特別会計含む）が未納となる計
算になり、その費用対効果は高いと考える。

比較参考値

納税貯蓄組合補助金等交付基準
君 津 市：平成19年度より廃止
木更津市：平成13年度より廃止
袖ケ浦市：平成17年度より廃止

その他
特記すべき事項

　千葉地方裁判所における補助金違法支出判決等を踏まえて富津市納税組合補助金交付規則の
改正（平成13年3月1日施行）を行ったことにより解散する組合が多数あり、組合数が115組合
（平成12年度）から24組合（平成13年度）に減少し、令和３年度末にて1団体解散となる。

納付件数（一般市税） 件 4,464 4,762 4,997

納税組合徴収率（一般市税） ％ 99.64 100 99.78

事
業
成
果

成果目標 　納税意欲の向上及び単位組合の活性化を目指す。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位


